
様式 １　公表されるべき事項

国立研究開発法人国立成育医療研究センター（法人番号6010905002126）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事（非常勤）

　国立成育医療研究センターの主要業務は研究開発と医療提供である。役員報酬水準を検討
するにあたって、研究開発と医療提供を主要な業務とする他ＮＣ法人を参考にした。
　○国立がん研究センターは同じ国立研究開発法人として研究開発と医療提供を実施してい
る。公表資料によれば、平成３０年度の長の年間報酬額は２０，７６４千円であり、理事（常勤）に
ついては、１８，００５千円である。
　○国立国際医療研究センターは同じ国立研究開発法人として研究開発と医療提供を実施して
いる。公表資料によれば、平成３０年度の長の年間報酬額は２０，２８９千円で
あり、理事（常勤）については、１７，５０１千円である。

　業績年俸について、役員報酬規程により厚生労働大臣の業績評価結果から、１００分の８０から
１００分の１２０の範囲内で支給している。なお、令和元年度は厚生労働大臣の平成３０年度の業
績評価結果がＡ評価であったことから、一定の評価を実施することとして、１００分の１１０で支給
することとした。

　役員報酬支給基準は、月例年俸及び業績年俸から構成されている。月例年俸に
ついては、国立成育医療研究センター役員報酬規程の則り、本給（９６５，００
０円）に地域手当（１９３，０００円）を加算して算出している。業績年俸につ
いても、国立成育医療研究センター役員報酬規程の則り、本給＋地域手当に厚生
労働大臣の業績評価結果に応じて１００分の８０から１００分の１２０の範囲内
で支給している。さらに、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期
間に応じた割合を乗じて得た割合としている。

　理事については、本給（８１８，０００円）に地域手当（１６３，６００円）
を加算して算出している。他は同上。

　勤務１日あたりの報酬を６０，０００円とし、勤務日数に単価を乗じた金額と
しており、前年度からの改定はない。

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②令和元年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和元年度における改定内容

　勤務１日あたりの報酬を６０，０００円とし、勤務日数に単価を乗じた金額と
しており、前年度からの改定はない。

別 添



２　役員の報酬等の支給状況
令和元年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

21,429 1,165 7,298
235

2,316
当）

（地域手
千円 千円 千円 千円

18,050 988 6,186
85

1,963

（通勤手
当）

（地域手
千円 千円 千円 千円

16,942 981 5,163 1,963 （地域手当）

千円 千円 千円 千円

1,560 1,560 0 0
（　　　　）

3月31日

千円 千円 千円 千円

2,760 2,760 0 0
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

2,520 2,520 0 0
（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

その他（内容）

法人の長

A理事

B理事

前職

C理事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

D監事
（非常勤）

C監事
（非常勤）



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
法人の長

理事

　国立成育医療研究センターは、胎児に始まり、新生児、乳児、学童、思春期、
成人へと成長・発達し、次の世代を育む過程を、総合的かつ継続的に診る医療に
関し、調査、研究及び技術の開発、医療の提供、技術者の研修等を行うことによ
り、国の医療政策として、成育医療に関する高度かつ専門的な医療の向上を図
り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的として設立された法人
である。
　当法人の理事長は、我が国の研究、医療水準の向上を目指して、研究所、臨床
研究センター、病院の各部門、１０００人を超える職員のほかフェローやレジデ
ントなどを統率して、成育疾患分野における臨床、研究や人材育成などの面で成
果を継続して生み出すための高いマネジメント能力やリーダーシップ、研究分野
に関する高度な専門性に加え、法人のトップとして職員や国民からも信頼を得ら
れる人物が求められている。
　また、理事長は日本小児総合医療施設協議会会長、公益社団法人日本小児科学
会監事を務めており、高いマネジメント能力やリーダーシップを有し、当該分野
において顕著な実績を残している。
　そのような条件を満たす人材を登用するためには、当法人と同様に研究開発と
医療提供を行っている他ＮＣと同程度の待遇にする必要がある。なお、同じ東京
２３区内にある国立がん研究センター、国立国際医療研究センターの長は、年間
２，０００万円を超えている。
　こうした職務上の特性や他法人との比較を踏まえると、その報酬水準は妥当な
ものと認められる。
　また、当法人の平成３０年度業務実績評価については、総合評定Ａ評価（８項
目中Ｓ評価１項目、Ａ評価４項目、Ｂ評価３項目）であり、この点を踏まえても
報酬水準は妥当と考えられる。

　国立成育医療研究センターは、胎児に始まり、新生児、乳児、学童、思春期、
成人へと成長・発達し、次の世代を育む過程を、総合的かつ継続的に診る医療に
関し、調査、研究及び技術の開発、医療の提供、技術者の研修等を行うことによ
り、国の医療政策として、成育医療に関する高度かつ専門的な医療の向上を図
り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的として設立された法人
である。
　当法人の理事は、職員の意識改革とコンプライアンス遵守の推進という目的意
識を持ち、法人の長から信頼を得てサポートし、職員や国民からも信頼を得られ
る人物が求められている。
　そのような条件を満たす人材を登用するためには、当法人と同様に研究開発と
医療提供を行っている他ＮＣと同程度の待遇にする必要がある。なお、同じ東京
２３区内にある国立がん研究センター、国立国際医療研究センターの理事は、
１，７００万円を超えている。
　こうした職務上の特性や他法人との比較を踏まえると、その報酬水準は妥当な
ものと認められる。
　また、当法人の平成３０年度業務実績評価については、総合評定Ａ評価（８項
目中Ｓ評価１項目、Ａ評価４項目、Ｂ評価３項目））であり、この点を踏まえて
も報酬水準は妥当と考えられる。



　理事（非常勤）

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

　国立成育医療研究センターは、胎児に始まり、新生児、乳児、学童、思春期、
成人へと成長・発達し、次の世代を育む過程を、総合的かつ継続的に診る医療に
関し、調査、研究及び技術の開発、医療の提供、技術者の研修等を行うことによ
り、国の医療政策として、成育医療に関する高度かつ専門的な医療の向上を図
り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的として設立された法人
である。
　当法人の理事は、成育医療に関する高度かつ専門的な知識、マネジメント能力
やリーダーシップ、研究分野に関する高度な専門性に加え、組織運営に関する豊
富な経験を持ち、法人の長から信頼を得てサポートし、職員や国民からも信頼を
得られる人物が求められている。
　そのような条件を満たす人材を登用するためには、当法人と同様に研究開発と
医療提供を行っている他ＮＣと同程度の待遇にする必要がある。なお、同じ東京
２３区内にある国立がん研究センター、国立国際医療研究センターの理事（非常
勤）は、日額６万円と同額である。
　こうした職務上の特性や他法人との比較を踏まえると、その報酬水準は妥当な
ものと認められる。
　また、当法人の平成３０年度業務実績評価については、総合評定Ａ評価（８項
目中Ｓ評価１項目、Ａ評価４項目、Ｂ評価３項目）であり、この点を踏まえても
報酬水準は妥当と考えられる。

　国立成育医療研究センターは、胎児に始まり、新生児、乳児、学童、思春期、
成人へと成長・発達し、次の世代を育む過程を、総合的かつ継続的に診る医療に
関し、調査、研究及び技術の開発、医療の提供、技術者の研修等を行うことによ
り、国の医療政策として、成育医療に関する高度かつ専門的な医療の向上を図
り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的として設立された法人
である。
　当法人の監事は、病院経営に関する知識に加え、豊富な監査経験を有し、監事
の立場から研究費の適正な執行、適正な契約方法の確保、経営改善の推進につい
て監査するという明確な目的意識を持ち、法人の長から信頼を得てサポートし、
職員や国民からも信頼を得られる人物が求められている。
　そのような条件を満たす人材を登用するためには、当法人と同様に研究開発と
医療提供を行っている他ＮＣと同程度の待遇にする必要がある。なお、同じ東京
２３区内にある国立がん研究センター、国立国際医療研究センターの監事（非常
勤）は、日額６万円と同額である。
　こうした職務上の特性や他法人との比較を踏まえると、その報酬水準は妥当な
ものと認められる。
　また、当法人の平成３０年度業務実績評価については、総合評定Ａ評価（８項
目中Ｓ評価１項目、Ａ評価４項目、Ｂ評価３項目）であり、この点を踏まえても
報酬水準は妥当と考えられる。

　当該役員の報酬は、研究開発を主要な業務とする他法人の役員の報酬
額と比較しても妥当な水準であると考える。また、役員の職務内容の特性や
平成３０年度業務実績評価結果を鑑みても妥当な報酬水準であると考え
る。



４　役員の退職手当の支給状況（令和元年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

監事B
（非常勤）

監事B

法人での在職期間

法人の長

監事A
（非常勤）

理事B
（非常勤）

理事B

理事A
（非常勤）

監事A

理事A



５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

　当該役員の報酬は、研究開発を主要な業務とする他法人の役員の報酬額と比較しても
妥当な水準であると考える。また、役員の職務内容の特性や平成３０年度業務実績評価
結果を鑑みても妥当な報酬水準であると考える。

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当者なし

該当者なし

該当者なし

該当者なし

該当者なし

理事B
（非常勤）

監事A

監事B

監事A
（非常勤）

監事B
（非常勤）

判断理由
該当者なし

該当者なし

該当者なし

該当者なし

理事A
（非常勤）

法人の長

理事A

理事B



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和元年度における主な改定内容

　業績反映部分については、算定基礎額（基本給+地域手当+研究員調整手当）
に１００分の９０（役職手当の支給を受ける職員は１００分の１１０）を乗じ
て得た額としている。ただし、支給割合のうち１００分の３は業績反映の原資
としている。
　なお、令和元年度では、給与法の改定に準拠した30 歳台半ばまでの職員が
在職する号俸について俸給の引き上げ（平均０．１％）、業績支給率の引き上
げ（０．０５月分）を平成３１年４月１日に実施した。

　国立成育医療研究センター職員の給与水準は、人事院勧告を踏まえ、類似し
た事業を実施している他ＮＣの職種別給与支給額を参考にした。
　○国立研究開発法人国立がん研究センター及び国立研究開発法人国立国際医
　　療研究センターは、当法人と同様に研究開発と医療提供を実施しており、
　　法人規模については当法人より大きいが、地域手当が同率のため参考にし
　　た。
　○平成３１年国家公務員給与等実態調査では、全俸給表の平均給与月額は４
　　１７，６８３円となっており、全職員の平均給与月額は４６７，０００円
　　であり、全俸給表の平均給与月額より高い金額となっている。

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

　国立成育医療研究センターは、組織目標を効率的かつ効果的に達成するた
め、人事評価制度を導入し、職員が業務で発揮した能力と実績を評価し、院長
等基本年俸表適用職員以外の年俸制職員については業績年俸と昇給に反映させ
ている。なお、任期付職員基本年俸表適用職員については、業績年俸にのみ反
映させている。
　また、年俸制職員以外は業績手当と昇給に反映させている。

　国立成育医療研究センター職員給与規程に則り、俸給及び諸手当（扶養手
当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、地域手当、役職手当、特殊勤務手
当、附加職務手当、超過勤務手当、宿日直手当、役職職員特別勤務手当、業績
手当、医師手当、研究員調整手当、専門看護手当）としている。

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　業績手当の基礎的支給部分については、算定基礎額（基本給+扶養手当+地域
手当
+研究員調整手当）に６月に支給する場合においては１００分の１２２．５（役
職手当の支給を受ける職員は１００分の１０２．５）、１２月に支給する場合
においては１００分の１３７．５（役職手当の支給を受ける職員は１００分の
１１７．５）を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在
職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

619 37.3 6,483 4,813 94 1,670
人 歳 千円 千円 千円 千円

25 43.9 7,757 5,681 220 2,076
人 歳 千円 千円 千円 千円

66 43.4 12,474 9,582 72 2,892
人 歳 千円 千円 千円 千円

409 34.8 5,569 4,097 69 1,472
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 52.4 6,393 4,632 86 1,761
人 歳 千円 千円 千円 千円

93 40.4 6,058 4,463 175 1,595
人 歳 千円 千円 千円 千円

14 39.5 5,742 4,265 167 1,477
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 39.8 5,696 4,226 190 1,470

注１：常勤職員については、在外職員、任期付等職員及び再任用職員を除く。

注２：上記の「医療職種（病院医師）」については、年俸制が適用される医長以上の医師は含まれない。

注３：上記の「技能職種（看護補助者等）」は、調理師として従事する職員である。

注４：上記の「医療職種（医療技術職）」は、薬剤師、臨床検査技師、診療放射線技師等として従事する職員である。

注５：上記の「福祉職（児童指導員等）」は、保育士、医療社会事業専門員として従事する職員である。

注６：上記の「療養介助職種」は、介護福祉士として従事する職員である。

注８：上記の「専門技術職種（診療情報管理士等）」は、診療情報管理士として従事する職員である。

常勤職員

区分

福祉職種
（児童指導員職）

専門技術職種
（診療情報管理士等）

医療職種
（病院医師）

うち賞与平均年齢

医療職種
（医療技術職）

医療職種
（病院看護師）

事務・技術

技能職種
（看護補助者等）

うち所定内

・「在外職員」、「再任用職員」、「非常勤職員」については該当する職員がいないため、表を
記載していない。
・令和元年度を通じて在職し、かつ、令和２年４月１日に在職する職員（休職等により給与が減
額された者を除く）の状況である。

令和元年度の年間給与額（平均）

総額
人員

療養介助職種

注７：上記の「療養介助職種」ついては、当該者が２名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそ
れのあることから、平均給与額については表示していない。



　②　職種別支給状況（年俸制適用者）

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

79 54.7 15,191 11,483 91 3,708
人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

68 54.3 15,594 11,856 94 3,738
人 歳 千円 千円 千円 千円

11 57.3 12,704 9,186 70 3,518

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注２：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

人 歳 千円 千円 千円 千円

52 46.9 9,093 6,852 94 2,241
人 歳 千円 千円 千円 千円

52 46.9 9,093 6,852 94 2,241
注１：常勤職員については、在外職員、任期付等職員及び再任用職員を除く。

注２：上記の「任期付職員職種」は、研究職として従事する職員である。

注３：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

常勤職員（年俸制）

院長等
（院長）

うち所定内 うち賞与区分 人員 平均年齢
令和元年度の年間給与額（平均）

総額

副院長等
（副院長・部長・医

長）

副所長等
（副所長・部長・室

長）

注３：上記の「院長等（院長）」ついては、当該者が２名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるお
それのあることから、平均給与額については表示していない。

任期付職員（年俸制）

任期付職員職種

・「在外職員」、「再任用職員」、「非常勤職員」については該当する職員がいないため、表を
記載していない。
・令和元年度を通じて在職し、かつ、令和２年４月１日に在職する職員（休職等により給与が減
額された者を除く）の状況である。



②

注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

注2：

注3：

注1：「48-51歳」については、該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与については表示していない。

注2：

　　　

　　　

　　　

　　　

　　　

　　　

　　　

　　　

　　　

　　　

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病院
看護師）／教育職員（高等専門学校教員））〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④
まで同じ。〕

「24-27歳」「32-35歳」「36-39歳」「40-43歳」「56-59歳」については、該当者が２人以下のため、当該個
人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均給与額については表示していない。

「24-27歳」「28-31歳」「32-35歳」「36-39歳」「40-43歳」「48-51歳」「52-55歳」「56-59歳」について
は、該当者が４人以下のため、「第1四分位」及び「第3四分位」の表示は省略した。

「48-51歳」「52-55歳」については、該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのある
ことから、平均給与額については表示していない。

「48-51歳」「52-55歳」「56-59歳」については、該当者が４人以下のため、「第1四分位」及び　「第3四分位」の
表示は省略した。
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

3 51.5 9,657
10 41.8 6,368
5 30.3 4,641

（研究職員）

平均
人 歳 千円

　・本部研究部長 5 59.1 14,498

（病院職員（病院医師）

平均
人 歳 千円

　・医長 16 50.0 15,089
　・医師 66 43.4 12,402

（病院職員（病院看護師）

平均
人 歳 千円

　・看護師長 18 48.0 7,874
　・副看護師長 39 43.4 6,564
　・看護師 347 32.9 5,214

平均年齢
最高～最低

人員

15,556～13,683

千円

年間給与額

千円

分布状況を示すグ
ループ

人員

千円

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病院
看護師）／教育職員（高等専門学校教員））

分布状況を示すグループ

5,762～3,993
7,149～5,141

・本部課長
・本部係長
・本部係員

注２：
「本部課長」については、該当者が４人以下のため、当該個人に関する情報が特定され
るおそれのあることから、最高年間給与額及び最低年間給与額については表示していな
い。

分布状況を示すグ
ループ

平均年齢
年間給与額

最高～最低
人員

平均年齢
年間給与額

最高～最低

16,605～12,809
13,629～10,448

分布状況を示すグ
ループ

人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低
千円

7,554～5,080
7,479～4,153

8,655～5,988
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④

（事務・技術職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

49.5 48.3 48.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 50.5 51.7 51.1

％ ％ ％

         最高～最低 59.0～47.3　　 60.1～48.8 55.2～48.1　　

％ ％ ％

55.7 56.4 56

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44.3 43.6 44

％ ％ ％

         最高～最低 49.6～42.3　　 52.1～40.7　　 50.3～41.5　

（研究職員）
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

0 0 0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 100 100 100

％ ％ ％

         最高～最低 100～100　　 100～100　　 100～100　　

％ ％ ％

0 0 0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 100 100 100

％ ％ ％

         最高～最低 100～100　　 100～100　　 100～100　　

（医療職員（病院医師））
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

0.7 0.7 0.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 99.3 99.3 99.3

％ ％ ％

         最高～最低 100～43.9　　 100～42.2 100～43.1

％ ％ ％

55.9 57 56.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44.1 43 43.5

％ ％ ％

         最高～最低 50.8～42.0　　 52.2～40.1　　 51.5～41.2　　

（医療職員（病院看護師））
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

49.6 48.1 48.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 50.4 51.9 51.2

％ ％ ％

         最高～最低 59.9～42.5　　 61.0～40.9 60.4～41.7

％ ％ ％

56 57.6 56.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44 42.4 43.2

％ ％ ％

         最高～最低 44.2～40.8　 42.7～39.2 43.3～40.0

一律支給分（期末相当）

賞与（令和元年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／
医療職員（病院看護師）／教育職員（高等専門学校教員））

一般
職員

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）



３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

  【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　11.8%】
　【国からの財政支出額3,279,246,000円、支出予算の総額　　　　
　27,916,214,467円（平成31年度予算）】
　【利益剰余金874,453,232円　（平成30年度決算）】
　【管理職の場合40.0%　常勤職員数25名中10名】
　【大卒以上の高学歴者の割合56．0％（常勤職員数25名中14名）】
　【支出総額に占める給与・報酬等支給の割合　29.9％】　
　（支出総額　28,354,399,943円、給与・報酬等支給総額　
　　8,501,694,934円（平成30年度決算）】

（法人の検証結果）

（主務大臣の検証結果）

　給与水準の妥当性の
　検証

　令和2年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、平成31年
度と同等になることが見込まれるが、当法人の事業運営、民間医療機関の給
与及び国家公務員の給与等を総合的に考慮した上で、効率化できる部分に
ついては引き続き削減を進めるとともに、適切な給与水準の確保について引き
続き検討を行っていく。

当法人は世田谷区にあり、地域手当において１級地となっている。国の事務技
術職員の平均給与は全国平均であるため１００を上回っているが、地域勘案を
した場合は国家公務員より低い水準である。（地域手当１級地の人員構成　国
（行政職（一）３１．６％（平成31年国家公務員給与等実態調査第10表から算
出））、当法人１００％）

　平成31年度における数値は国家公務員の水準を上回っているが、地域勘
案、地域・学歴勘案では国家公務員より低い水準である。これは法人の事業所
が東京都（世田谷区）であり、地域手当の１級地の人員構成が国家公務員と比
較し高いことが原因と考えられる。
　国の財政支出は年額3,279,246,000円であるが、地域手当の１級地の人員構
成の割合が高いといった理由から給与水準が国に比べて高いことが直ちに国
の財政支出を増加させるものではないと考えられる。事務・技術職における管
理職の割合は40.0%と国の俸給の特別調整額対象者割合18.0%（平成31年国
家公務員給与等実態調査第9表から算出）を上回っているがこれは事務職に
ついては新規採用者を厳しく抑制しているといった理由からである。大卒以上
の高学歴者割合56.0%と国58.4%（平成31年国家公務員給与等実態調査第2表
から算出）と比較すると低くなっている。また支出総額に占める給与報酬支給
割合は29.9%となっている。

対国家公務員
指数の状況

内容

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　１１０．６

項目

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

講ずる措置

・年齢・地域勘案　　　　　　　　　９６．１

・年齢・地域・学歴勘案　　　　　９８．０

　地域・学歴を勘案すると、給与水準が国家公務員より低い水準となっている
が、今後とも適正な給与水準の在り方について検討を進めていただきたい。

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　１１０．２



研究職

　【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　11.8%】

　27,916,214,467円（平成31年度予算）】
　【利益剰余金874,453,232円　（平成30年度決算）】
【管理職の場合100%　常勤職員数11名中11名】
【大卒以上の高学歴者の割合100％（常勤職員数11名中11名）】
　【支出総額に占める給与・報酬等支給の割合　29.9％】　
　（支出総額　28,354,399,943円、給与・報酬等支給総額　
　　8,501,694,934円（平成30年度決算）】

（法人の検証結果）

（主務大臣の検証結果）

　給与水準の妥当性の
　検証

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　１０９．０

・年齢・地域勘案　　　　　　　　１０７．１

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　１０８．３

・年齢・地域・学歴勘案　　　　１０６．４

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

①当法人は世田谷区にあり地域手当において１級地となっている。国の研究
職員の平均給与は全国平均であるため１０９．０となっているが、地域勘案をし
た場合には１０７．１と指数が低くなる。
（地域手当１級地の人員構成　　国（研究職）３４．６％（平成31年国家公務員給
与等実態調査第10表から算出）、当法人１００％）
②研究職に対する初任給調整手当は、当法人では医師手当として支給してい
る。その対象者は６３．７％と国家公務員の約１５．１倍となっている。
（初任給調整手当の人員構成　国（研究職）４．２％（平成31年国家公務員給
与等実態調査第9表から算出）、当法人６３．７％）

　【国からの財政支出額3,279,246,000円、支出予算の総額　　　

　平成31年度における数値は、国家公務員の水準を上回っている。これは、法
人の事業所が東京都（世田谷区）であり、また、国家公務員と比較し、職員に
占める大学卒業者の割合が高いことが原因と考えられる。
国の財政支出は、年額3,279,246,000円であるが、管理職の割合や大学卒業
者以上の高学歴者の割合といった理由から、給与水準が国に比べて高いこと
が直ちに国の財政支出を増加させることにつながるものではないと考えられ
る。
研究職における管理職の割合は71.5％と、国の俸給の特別調整額対象者割
合72.3％（平成31年国家公務員給与等実態調査第9表から算出）を下回って
いる。
大卒者以上の高学歴者の割合100％と、国97.9％（平成31年国家公務員給与
等実態調査第2表から算出）と比較すると若干高くなっている。
　また、支出総額に占める給与、報酬支給額割合は29.9％となっている。

　地域、学歴を勘案してもなお、国家公務員より高い水準であることから国民の
皆様に納得していただけるよう、一層の給与水準の見直しについて十分検討
していただきたい。

項目 内容

講ずる措置

　令和2年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、平成31年
度と同等になることが見込まれるが、国家公務員の研究職員の給与、民間機
関の研究職員の給与、当法人の研究職員確保の状況や確保できない場合に
法人の事業運営に与える影響等を総合的に考慮したうえで、効率化できる部
分については引き続き削減を進めるとともに、適切な給与水準の確保につい
て検討を行い、令和2年度（令和3年度公表）までに対国家公務員指数が地
域・学歴勘案で概ね106以下となるよう努力していく。

対国家公務員
指数の状況



医療職種（病院医師）

  【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　11.8%】
  【国からの財政支出額3,279,246,000円、支出予算の総額　　　　

  【利益剰余金874,453,232円　（平成30年度決算）】
【管理職の場合50.8%　常勤職員数134名中68名】
【大卒以上の高学歴者の割合100％（常勤職員数134名中134名）】
　【支出総額に占める給与・報酬等支給の割合　29.9％】　
　（支出総額　28,354,399,943円、給与・報酬等支給総額　
　　8,501,694,934円（平成30年度決算）】

（法人の検証結果）

（主務大臣の検証結果）

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

①当法人は世田谷区にあり地域手当において１級地となっている。国の病院
医師の平均給与は全国平均であるため１０２．０となっているが、地域勘案をし
た場合においても１１９．７と指数が高くなっている。国の初任給調整手当に準
じた医師手当について支給対象としていることが、対国家公務員指数を上回っ
ている理由と考えられる。
（地域手当１級地の人員構成　国（医療職（一））１０．９％（平成31年国家公務
員給与等実態調査第10表から算出）、当法人１００％）
②医長以上の医師については、病院における管理職として国の俸給の特別調
整額に準じた役職手当の支給対象としたこと、及び国の医師より給与水準が
高い年俸制を導入した。
（国の俸給の特別調整額対象人員割合：医療職（一）３９．２％（平成31年国家
公務員給与等実態調査第9表から算出）、当法人の役職手当対象人員割合：
５０．０％）

　給与水準の妥当性の
　検証

　平成31年度における数値は、国家公務員の水準を上回っている。これは、法
人の事業所が東京であることが原因と考えられる。
国の財政支出は、年額3,279,246,000円であるが、管理職の割合といった理由
から、給与水準が国に比べて高いことが直ちに国の財政支出を増加させること
につながるものではないと考えられる。
病院医師における管理職の割合は50.8％と、国の俸給の特別調整額対象者
割合39.2％（平成31年国家公務員給与等実態調査第9表から算出）を上回っ
ているが、これは病院医師については診療体制に応じた適切な配置をしてい
るといった理由からである。
　また、支出総額に占める給与、報酬支給額割合は29.9％となっている。平成
31年度における数値は、国家公務員の水準を上回っているが、民間医療法人
の医師の年間平均給与額は、16,407千円（令和2年度実施第22回医療経済実
態調査（2年に1回調査））であり、当法人が必要な人材を確保するためには、
競合する業種に属する民間事業者、他法人等の給与水準と比較し、この程度
の給与水準とする必要がある。

　医師の確保は、医療の質の向上、安全の確保等に不可欠であり、また、病院
経営上においても、医業収益等の確保にかかる基本的かつ重要な事項である
ため、医師の給与水準については、特に配慮すべきと考えられる。
　今後とも、医師の確保状況等を考慮した上で、より適正な給与水準の在り方
について、必要な検討を進めていただきたい。

講ずる措置

　令和2年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、平成31年
度と同等になることが見込まれるが、国家公務員の病院医師の給与、民間医
療機関の病院医師の給与、当法人の病院医師確保の状況や確保できない場
合に法人の事業運営に与える影響等を総合的に考慮した上で、効率化できる
部分については引き続き削減を進めていくとともに、適切な給与水準の確保に
ついて検討を行っていく。

  27,916,214,467円（平成31年度予算）】

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　１０２．０

・年齢・地域勘案　　　　　　　　１１９．７

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　１０２．０

・年齢・地域・学歴勘案　　　　１１９．７



医療職種（病院看護師）

  【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　11.8%】
  【国からの財政支出額3,279,246,000円、支出予算の総額　　　　
 　27,916,214,467円（平成31年度予算）】
  【利益剰余金874,453,232円　（平成30年度決算）】
【管理職の場合5.4%　常勤職員数409名中22名】
【大卒以上の高学歴者の割合49.7％（常勤職員数409名中203名）】
　【支出総額に占める給与・報酬等支給の割合　29.9％】　
　（支出総額　28,354,399,943円、給与・報酬等支給総額　
　　8,501,694,934円（平成30年度決算）】

（法人の検証結果）

（主務大臣の検証結果）

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

①当法人は世田谷区にあり地域手当において１級地となっている。国の病院
看護師の平均給与は全国平均であるため１１１．８となっているが、地域勘案を
した場合には１０６．３と指数が低くなる。
（地域手当１級地の人員構成　　国（医療職（三））６．８％（平成31年国家公務
員給与等実態調査第10表から算出）、当法人１００％）
②師長以上の看護師については、病院における管理職として、国の俸給の特
別調整額に準じた役職手当の支給対象としている。
（国の俸給の特別調整額対象人員割合：医療職（三）１．１％（平成31年国家公
務員給与等実態調査第9表から算出）、当法人の役職手当対象人員割合：５．
４％）

　給与水準の妥当性の
　検証

　平成31年度における数値は、国家公務員の水準を上回っている。これは、法
人の事業所が東京にあり地域手当1級地となることや国と比較し役職手当支給
対象割合が高いことが原因と考えられる。
　国の財政支出は、年額3,279,246,000円であるが、管理職の割合といった理
由から、給与水準が国に比べて高いことが直ちに国の財政支出を増加させる
ことにつながるものではないと考えられる。
　病院看護師における管理職の割合は5.4％と、国の俸給の特別調整額対象
者割合1.1％（平成31年国家公務員給与等実態調査第9表から算出）を上回っ
ている。また、支出総額に占める給与、報酬支給額割合は29.9％となってい
る。
　平成31年度における数値は、国家公務員の水準を上回っているが、民間医
療法人の看護師の年間平均給与額は、4,549,506円（令和元年度実施第22回
医療経済実態調査（2年に1回調査））であり、当法人が必要な人材を確保する
ためには、競合する業種に属する民間事業者、他法人等の給与水準と比較
し、この程度の給与水準とする必要がある。

　地域、学歴を勘案してもなお、国家公務員より高い水準であることから国民の
皆様に納得していただけるよう、一層の給与水準の見直しについて十分検討
していただきたい。

講ずる措置

　令和2年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、平成31年
度と同等になることが見込まれるが、国家公務員の看護師の給与、民間医療
機関の看護師の給与、当法人の看護師確保の状況や確保できない場合に法
人の事業運営に与える影響等を総合的に考慮したうえで、効率化できる部分
については引き続き削減を進めていくとともに、適切な給与水準の確保につい
て検討を行っていく。

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　１１１．８

・年齢・地域勘案　　　　　　　　１０６．３

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　１０８．０

・年齢・地域・学歴勘案　　　　１０６．３



４　モデル給与
22歳（大卒初任級） 月額　182,200円 年間給与　　2,811,383円

35歳（本部課長補佐）月額　394,680円 年間給与　　6,352,147円

50歳（本部課長） 月額　522,720円 年間給与　　8,565,679円

※　扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者６，５００円、子１人につき１０，０００円、父母等６，５００円）

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

平成30年度 平成３１年度

千円 千円

(A)
千円 千円

(Ｂ)
千円 千円

(Ｃ)
千円 千円

1,551,715 1,641,997
(D)

千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

①人件費の主な増減要因等
○給与、報酬等支給総額の主な増減要因
・良質な医療を効率的に提供していくため、医師､看護師等の医療従事者を増員（175,135千円）

･任期付基本年俸表適用職員の増加（86,185千円）

・非常勤医師の常勤化に伴う増加（968,831千円）

○退職手当支給総額の主な増減要因

・10,000千円以上の退職手当支給対象者が、13人から4人に減少したことによる減少

○非常勤役職員等給与の主な増減要因

・非常勤医師を常勤化したのに伴う減少（954,038千円）

○最広義人件費の主な増減要因

・職員数増加及び非常勤医師の常勤化に伴う法定福利費の増加

Ⅳ　その他

特になし

　国立成育医療研究センターは、組織目標を効率的かつ効果的に
達成するため、人事評価制度を導入し、職員が業務で発揮した能力
と実績を評価し、院長等基本年俸表適用職員以外の年俸制職員に
ついては業績年俸と昇給に反映させている。なお、任期付職員基本
年俸表適用職員については、業績年俸にのみ反映させている。ま
た、年俸制職員以外は業績手当と昇給に反映させている。年俸制職
員については、業績年俸は１００分の８０から１００分の１２０の範囲内
で反映しており、昇給については６号俸昇給から昇給しない範囲内
で反映している。年俸制職員以外については、業績手当は１００分の
８０．０から１００分の１４４．０の範囲内で反映しており、昇給について
は６号俸昇給から昇給しない範囲内で反映している。

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

最広義人件費

非常勤役職員等給与
2,316,130 1,365,417

13,120,71412,645,262

退職手当支給額
333,572 230,059

福利厚生費

区　　分

9,883,241

○「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議決定）に基づき、
   平成30年4月1日から以下の措置を講じることとした。
　役職員退職手当規程を改正し、退職手当法上設けられている「調整率」を83.7/100とした。
　職員退職手当規程を改正し、退職手当法上設けられている「調整率」を83.7/100とした。

給与、報酬等支給総額
8,443,845


